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　The purpose of this study is to clarify the students’ decision of their own routes from the Japanese High School in Shanghai to 

universities in Japan. From the interview research and fieldwork research, it is revealed that the number of international schools or 

schools where teaching and learning language is English has been increased recently, and Japanese students can have more school 

choices. On the other hand, the students of the Japanese High School in Shanghai learn based on the Japanese public curriculum, 

and they tend to study for entering universities in Japan, not in other countries, and tend to apply for taking entrance examination 

tests of School Recommendation Exam or General Exam. This result explains that the students of the Japanese High School in 

Shanghai study with more nationalistic perspectives even living in a globalizing city and it is necessary for them to study hard to 

be selected within the limits of School Recommendation Exam that are reliable routes to university in Japan.

目　　次

第１章 　新たな在外教育施設としての上海日本人学校
高等部

第２章 　上海日本人学校高等部の設立プロセスとその
背景

第３章 　高等部の生徒のトランスナショナルな進路選
択

第４章　まとめと考察

第１章 　新たな在外教育施設としての上海日本人学校
高等部

Ａ．本稿の目的

　本稿の目的は，在外教育施設である日本人学校のう

ち，後期中等教育段階の学校として国から認可された

上海日本人学校高等部での現地調査をもとに，生徒の

トランスナショナルな進路選択の実情を明らかにする

ことにある。

　近年，アジア圏の国々では，政治状況の変動と経済

成長により，日系企業の進出の増加と企業の多様化が

進んでいる。かつては大手企業の参入が主流であった

が，現在は中小企業をはじめ，個々人が事業を立ち

上げる例も少なくない（外務省領事局政策課 , 2015）。

それとともに，アジア圏での日本人学校の児童生徒数

も増加傾向にある。

　上海の日本人学校は，全世界で設置されている日

本人学校（義務教育段階）のなかでもここ数年１，２

位を争うほどの生徒数である（外務省領事局政策課 , 
2015）。しかし，滞在期間の長期化等により義務教育
段階の修了後，現地での進路が学校運営の課題となっ

て浮かび上がった。例えば中学部まで日本人学校に

通った生徒が，高校進学を検討したとき，中国語を

教授言語とした「現地校」，上海の現地校のうち，英

語を主な教授言語とした「国際学校」，海外の教育機

関が運営する「インターナショナルスクール」（以下，

「インター」）１
)
に通うか，子どもだけが帰国して日本

の高校に通う，という選択肢しかなかった，もしくは

そのように理解されていたのである。こうした背景か

ら設立された学校が，上海日本人学校高等部であっ

た。この学校を説明するにあたり，まず，「在外教育

施設」について確認しておく必要があるだろう。在外

教育施設とは，学校教育法（昭和22年法律第26号）の
もと，海外に在留する日本人の子どものために，海外

に設置された教育施設である。「在外教育施設」はさ

らに，⑴日本人学校，⑵補習授業校，⑶私立在外教育

施設，の三種類に分類されているが，特に⑴と⑵に関
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しては，学校の主たる目的として，日本国内の教育に

準じた教育を実施することが求められている。義務教

育段階では，国から教科書の無償配布，教員派遣，施

設費用の補助が行なわれている。

　在外教育施設のうち，「高等部」を見てみると，こ

れまで，⑶私立在外教育施設では，すでに高等部が設

置されているが２），日本人学校の高等部として分類さ

れたのは，2011年４月に開校した上海日本人学校の
高等部が初めてである。言い換えれば，上海日本人学

校の高等部は，義務教育段階ではなく後期中等教育段

階において，⑴日本人学校，として初めて公的に認可

された学校である。

　以上をふまえたうえで，⑴日本人学校のうち，上海

日本人学校高等部の実状について，特に高等部から大

学への進路選択に着目し，日本の教育体制や社会的事

象とむすびつけて考察することとする。

Ｂ．先行研究

日本人学校は，特にアジア地域では，日本企業の進

出とともに急速に新設されてきた。他方で日本人学校

がある地域でも現地校を選択する親が出てきていると

いう（佐藤 2010）。佐藤は，この理由について，「日
本人学校がこれまで目指してきた「日本人」の育成に

対して限界を感じ始めている人たちが出てきている

ということであろう。」と考察している。他にも台北

日本人学校の調査から，国際結婚の増加という社会

現象をもって，日本人学校のあり方に問題を提起し

ている。その際の着眼点が，「日本人」の定義にあっ

た。他方で本稿は，進路選択に着眼点を置いて現状を

分析することとする。日本人学校の高等部の設置に関

する問題は，今に始まったことではなく，すでに30年
以上前から指摘されてきた。高校入学を控えた子ども

をもつ親の悩みはより一層深刻なものがあり，高校が

ないために，現地校かインターへの進学先しかなく，

そこでは現地語か英語が不十分であるため悩んでい

るというブラジル在住当事者の事例から，「高等部設

置の問題を考える時期が来るかも知れない。」とすで

に指摘されていた（乾 , 1977, pp. 44-45）。ここでの問
題は，「現地語か英語が不十分であるため悩んでいる」

といったように，言語力による学力伸長に不安が抱か

れていることが，明らかにされている。本稿は高等部

の現場で調査することにより，高等部が設立される前

に日本人生徒がどのような状況に置かれていたのか，

また，その後の進路をどのように決めているのか，と

いう実状をとらえることとする。

さらに，中国では，インターや国際学校などといっ

た学校について，当初は制限が強く厳しい規制があっ

たが，1990年代以降，これらは外資誘致の環境整備
の一環とみなされ，経済発展を遂げるにつれて必要不

可欠だという政策へシフトしたという。その結果，特

に北京と上海では認定数が増加しているという（汪 , 
2004）。こうした社会現象とむすびつけて，現況を辿
ることは，設立からまだ数年しか経過していない高等

部に着目するうえで，参考になると思われる。

本稿は，日本人学校の高等部を取り扱う点，生徒の

進路選択に着眼点を設ける点，そして生徒の進路選択

と社会的現象から考察する点に特色がある。また，補

習校では高校生が自主的に立ち上げている例もあるよ

うに（井田 2014），実践面においても，今後を見据え
た場合，高等部の事例は参考になると思われる。

Ｃ．調査・分析方法

　調査方法として，まず上海日本人学校高等部に関す

る資料（メディアや上海日本商工クラブの刊行物）を

収集したうえで，生徒の進路選択について，上海の現

地校の国際部を修了し日本の大学に進学した学生２名

にインタビュー形式による予備調査を行なった。１名

につき１時間30分程度の半構造化インタビューであ
る。

　その後，上海日本人学校の高等部に調査の趣旨を説

明し，承諾を得たうえで，現地調査を行なった。現地

調査期間は2014年５月19～25日である。その他，生徒
が通っている学習塾の講師へのインタビュー調査，学

校のパンフレットやウェブサイトに掲載されている情

報収集を行なった。また，帰国後に高等部設立・運営

に携わった人へのインタビュー調査を実施した。イン

タビュー調査では，録音を承諾された場合には ICレ
コーダーで録音し，音声を文字化した。また，分析時

に不明な点があった場合，学校関係者にはメールで逐

一確認を行なった。

　その他，財団法人海外子女教育振興財団の公刊物，

日本人学校教員説明会（大阪，2014年10月30日），上
海日本人学校高等部の教員による学校説明会（東京，

2014年10月４日）での観察調査を実施した。
　次章から，まずは上海日本人学校高等部の設置・運

営母体，ならびに高等部設立に至るまでのプロセスを

論じることとする。（第２章）　その後，高等部の生徒

のトランスナショナルな進路選択について分析結果を

もとに論じる。（第３章）　最終章ではこれらの分析結

果で得た知見から，日本人学校の高等部の現状を社会
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的現象とともに考察する。なお，データの引用部分の

括弧内は筆者による補足説明である。

第２章 　上海日本人学校高等部の設立プロセスとその
背景

Ａ．設置・運営母体とその役割

　上海日本人学校高等部の立ち上げには，大きく以下

の二つの設置・運営母体が関わっていた。すなわち，

「上海日本商工クラブ」と「学校運営委員会・上海HS
（High School）プロジェクト委員会」である。

１．上海日本商工クラブ　上海日本商工クラブとは，

2004年３月25日に上海市延安を所在地として行政から
正式認可を受けた，「非営利性社会サービス活動に従

事する社会組織」（定款第３条）であり，「日本国の投

資企業及び日本人を主たるサービス対象者とする団

体」（定款第３条）である。日本企業の中国進出の拡

大に伴い，この組織の会員数は増加の一途を辿ってお

り，2014年７月末現在，会員数は2,435件（法人2,258
社，個人177名）である（上海日本商工クラブ 2014）。
そのうち，上海日本商工クラブの政策決定機構は「理

事会」にある。理事会が直接的に関与する「委員会」

の一つに，「上海日本人学校高等部支援委員会（高等

部開校から高等部校舎建設完了まで）」がある（上海

日本商工クラブウェブサイト「上海日本商工クラブ概

要　組織図（2014年４月現在）」）。
　高等部は，設立時の発起人の出資金のほか，この上

海日本商工クラブの会員，「上海における日本の投資

企業，駐在事務所，日本国政府関係機構及び個人等に

よる寄付金，賛助金」によって，「上海日本人学校高

等部支援委員会（高等部開校から高等部校舎建設完了

まで）」に設立資金として，2012年度，200万元出資
されている（上海商工クラブ， 2013， 2014）。

２．上海日本人学校運営委員会・上海HSプロジェク
ト委員会　次に，高等部の設置・運営に関わる母体と

して，上海日本人学校運営委員会（以下，「学校運営

委員会」），ならびに上海HSプロジェクト委員会の役
割を整理しておく。

高等部の設置前から，学校運営委員会は，小中学校

も含めた日本人学校の運営を担う委員会であり，毎

月１度のペースで具体策に関して話し合われる。メン

バーは，上海日本商工クラブ７名，各校長（虹橋校（小

学部）・浦東校（小・中）・高等部）計３名，PTAから

３名，領事館職員２名で構成される。そこでは運営と

して学校方針や人事，入試や行事に至るまで，幅広い

テーマが話し合われ，決定機関としての役割を担う。

「学校運営委員会」とは別に，高等部の設立・運

営の準備に特化した「上海HSプロジェクト委員会」
（2010年２月～2011年３月の約１年間）が立ち上げら
れた。メンバーは，現役の教員や専門家など８名，顧

問４名であるが，顧問には，当時の学校運営委員会の

委員，領事館職員も含まれている。高等部設立準備段

階において「上海HSプロジェクト委員会」が役割を
担い，設立以降は「学校運営委員会」が担っている。

このように，高等部の開校に至るまで，「上海日本

商工クラブ」によって設立資金の確保，そして「上海

日本人学校運営委員会・上海HSプロジェクト委員会」
によって高等部の運営・財政，教育面の議論と実践が

担われてきた。

Ｂ．設立までのプロセス

　では，設立に至るまでどのようなプロセスを経てき

たのか。本節では高等部の設立・運営に直接関わって

きた，設立当時の「上海日本人学校運営委員会・上海

HSプロジェクト委員会」，開校時から務めてきた高等
部の教員，そして現地で日本人学校の児童生徒の通う

塾講師へのインタビューデータをもとに，設立までの

プロセスを論じることとする。ここでは特に，設立に

至った背景と，どのような問題に直面し解決策を投じ

て対処したのか，といった着眼点から，設立までのプ

ロセスを描くこととする。現地でのインタビュー調査

対象者は，表１に整理している。

１．設立の背景　まずは上海日本人学校高等部の設立

に至った背景を確認しておきたい。上海日本人学校高

等部の設立の背景は，大別すると，⒜家族の帯同率の

表１　インタビュー調査対象者　＜設立当時＞

所属 本稿での表記 職種など

学校運営委員会 学校運営委員A 企業社員

学校運営委員会 学校運営委員B 領事館職員

HSプロジェクト委員会 HS委員 ―

高等部 教員A ―

高等部 教員B ―

塾A 塾講師A ―

塾B 塾講師B ―

塾C 塾講師C ―

※ 対象者の特定を防ぐため，ここでは年齢や性別の提示は控えてい
る。

※ 本稿で調査した「塾」とは，日本人が日本語で児童生徒の学習サ
ポートを業務とした，私教育の企業である。



54 東京大学大学院教育学研究科紀要　第  55  巻　2015

高さ，⒝学力伸長，⒞企業の利点，が重視されていた

ことが影響していた。

ａ．家族の帯同率の高さ　上海へ進出する企業数と日

本人学校（義務教育段階）の児童生徒数が多いほか，

それに加えて，家族の帯同率が高い傾向にあったとい

う。つまり勤務者だけが単身赴任による海外勤務を選

択する家庭もあるなかで，親・子どもが一緒に生活を

送る家庭が多いことが，上海日本人学校（義務教育段

階）の児童生徒の特徴である。

　そうしたなかで，運営委員会が2009年７月に日本人
学校の中学部保護者へ実施した意識調査によれば，約

８割の保護者が高等部設置を希望すると回答していた

（海外子女教育振興財団 2011）。実際にこの結果が引き
金となって，学校運営委員会が高等部の設立に本格的

に着手するようになったのである。（学校運営委員Ｂ）

　また，設立以前は，子どもが日本人学校から高校段

階へ進学する際の選択肢として，日本の高校（子ども

のみが帰国），上海の現地校，上海の国際学校，イン

ターに分かれていた。子どもは高校へ進学する際，学

校の選択肢が限定的だったことにより，進学先に関す

る苦悩に直面していたという。しかし，家族の帯同が

望まれていたことから，実際に親や生徒から直接相談

を受けていた塾講師Ａは，高校段階の進路選択につい

て現状を語っていた。 
 （高等部の設立前は，）高校（の進学先を）ど
うするかでみんな苦労していましたよ。親が残っ

たら帰れないという生徒もいて。そうなると消去

法ですよね。（国際学校，インター，現地校以外

は）行くところがないんで。（塾講師Ａ）

　設立前の親のアンケート調査結果にもあったよう

に，高等部の設立が望まれていたことからも，子ども

のみの日本への高校進学という選択は望まれていない

ことがうかがえる。

　家族帯同が重視されている現状をうけて，それを実

現させることも，高等部設立のきっかけになったので

ある。

ｂ．学力伸長　高等部の設立の背景の二点目は，後期

中等教育段階での学力伸長という点から望まれていた

ことにある。

　小学校・中学校と日本人学校で学び，現地校，国際

学校，インターナショナルスクールに進学した生徒

は，中国語か英語で授業が行なわれるといった教授

言語の面，そしてその言語で高校段階のカリキュラム

という，よりアカデミックな教育内容を学ぶという面

で，不利な状況に置かれていたと言える。実際に，高

等部の設立前に日本人学校の中学校を卒業し，現地の

国際学校に入学した生徒のなかには，授業についてい

けなかったと語っていた者もいた。

　授業に全然ついていけなくて。だから成績も

低いし。英語も中国語も中途半端なままでした。

結局。（略）帰国生入試で中国語か英語かを選べ

ても，現地校とか，欧米圏から帰ってきた人よ

り自分はできないって思っていました。（インタ

ビュー/大学生/女性/2013.1.12）
　日本人学校では英語のほか中国語の授業もあった

が，高校での授業内容を理解するための言語力の点で

いえば，いずれも困難であった。そして入試において

も，言語力に自信が持てず不安を抱いていた。中学校

段階まで日本の教育を受け，高校段階で現地校や国際

学校へ進学した場合，言語力が学習や学力伸長の阻害

要因となっていたことがうかがえる。15年間日本人
の生徒をみてきた学習塾Ａの講師，塾講師Ｂは，次の

ように語っていた。

　（小・中学校段階で）日本人学校に行った場合，

日本の教育を受けているので，英語力も中国語力

も中途半端なんですよね。中途半端な状態でイン

ターに行くと，苦労するだけですからね。実際に，

苦労している子は圧倒的に多かったです。（塾講

師Ａ）

　去年は日本人学校25名中２名はインターに行っ
ています。こちらから見ていると，高校からイン

ターに入っても，英語での授業についていけない

のもあって，学力が全然伸びないんですよね。（塾

講師Ｂ）

　このように，設立以前は教授言語と教育内容の高度

さという点で，現地校やインター，国際学校に進学し

た日本人学校中学部修了者は，学力伸長において不利

な立場に置かれていた。そしてそれが当事者の自信喪

失や大学進学への不安をもたらしていたのである。日

本人学校高等部の設立は，中学部修了後も引き続き学

習内容を習得できうるという点で，必要とされていた

のである。

ｃ．企業進出　そして，企業の事情も高等部の設立に

至った背景にあった。これまで設立において家族帯同

傾向，学力伸長という目的，といった背景を確認した

が，企業の事情はこれらと密接に絡んでいる。ここで

は日本人学校に直接関わっている上海商工クラブの例
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を挙げておく。

　上海日本商工クラブはそもそも「日本人の会社が進

出しやすくなるようなそういった素地を作るのが元々

の母体」であり，その下部組織として，学校運営委員

会が日本人学校の運営を担うことで「その中の一部」

として位置づけられていた。（学校運営委員Ａ） つま
り，日本人学校という教育分野において，企業が関

わっていることのみならず，企業の進出と発展といっ

た利点から，日本人学校が運営されているのである。

そして特に近年の経済情勢と関連づけて，日系企業の

発展的伸長が望まれているという点でも，高等部の設

立は重視されてきたのだという。

　在留邦人が増えれば日本の企業にとっても当然

良いことですから。教育等のインフラが整備され

て，さらに産業も活性化が見込まれますから。（そ

のためにも）「そういうもの（＝高等部）がある

べきだね」っていうのは，（商工クラブでも）ずっ

と言われてきました。（学校運営委員A）
　上海日本人学校高等部は，在留邦人の増加→教育等

インフラ整備→企業進出数の増加をもたらしうるとい

う観点から，企業にとってその整備は不可欠であり，

「ずっと」必要だとみなされていたのである。上海を

一拠点とした日本企業とそれに伴い日本から渡航した

人の数は，ここ数年は治安の影響も相まってやや減少

しているものの，経済特区である上海への進出は企業

側からも望まれている。それを前提に先を見据え，高

等部に相当する年齢の子どもの教育環境を整備するこ

とが企業から重視されてきたのである。

　以上のように，上海日本人学校の高等部が設立に

至ったのは，⑴家族帯同率の高さと，⑵生徒自身の学

力伸長や，⑶企業進出の発展が望まれていたという背

景があった。そして，これらは別個の背景ではなく，

密接に絡み合っていたのである。

しかし，こうした背景や，高等部開設のニーズがあ

りながらも，「それがほんとに実現できるかっていう

ことになると，やっぱり相当難関があっ」たという。

（学校運営委員Ａ）

　次章では，日本の大学進学に至るまでの生徒の進路

選択という観点から，そうした現状をとらえてみるこ

ととする。

第３章 　高等部の生徒のトランスナショナルな進路選
択

　第１章で述べたように，上海日本人学校高等部は，

在外教育施設のうち，唯一認定された公立学校であ

る。よって，授業ではカリキュラム（学習指導要領）

に即した教材や時間数，単位の設定，高校卒業資格の

授与は，学校教育法を始めとする規程などに原則とし

てしたがう必要がある。

　他方で，「義務教育段階ではない」ため，国や財団

法人の支援の傘下には入らなかった。そこで学校運営

委員会ならびに上海HSプロジェクト委員会は，教職
員採用，教科書や副教材の確保，現地での親や子を対

象とした学校説明会など，すべてを担っていた。

　本章では現場でのフィールドワークをもとに，ま

ず，ニーズがどのようなものだったのか，そして学校

運営委員会，高等部はどのような方法によりそのニー

ズへ応えようとしたのか，という背景を確認したうえ

で，生徒のトランスナショナルな進路選択について論

じることとする。

Ａ．学校の運営と大学進学 
　設立の背景で整理したように，親，子ども，企業に

メリットがあったことが高等部の立ち上げの後押しと

なっていた。そして，なかでも親や子が気にしていた

のは，高等部卒業後の日本の大学進学ができるのかど

うか，であった。高等部開設前に開いた説明会におい

ても，進学について質問がなされたという。

　特に家族は，進学のことを考えて，「じゃあ，

どこの大学に行けるんですか？」っていう質問が

あったりとか，あとは指定校の推薦枠だとか，を

気にしていましたね。（学校運営委員Ｂ）

　委員会は高等部設置にあたってカリキュラム等の教

育面や教職員の手配といった，学校教育や運営そのも

のに注意を払ってきたのだが，親は日本の大学進学と

いった進路に関しても，気にかけていたのである。言

い換えれば，上海という都市にある学校での３年間だ

けでなく，親はそこに時間軸を設けて，高等部修了後

の近い将来における地理的移動と，大学進学という教

育的移動の観点から，「上海日本人学校高等部」をと

らえていたのである。

この現状をもとに，学校運営委員会をはじめ，HS
プロジェクト委員会は，高等部の開設にあたって，進

学先の保証が課題となり，準備に着手したという。具

体的には，日本の大学に直接足を運び，大学入試やそ
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の他の連携に向けて説得し，指定校推薦入試枠の確保

に努めていた。なかでも指定校推薦入試については，

「（色々な大学を回ったが）どこの大学も，「一回も卒

業生が出ていない，一年生も入学していない段階で，

指定校推薦枠をくれっていうのは相当難しい。」とい

う返答でした。」（学校運営委員Ａ）　といったように，

困難な状況にあった。そのなかで，「国際化」をキー

ワードとして大学へアピールしたという。「「日本人を

国際化したりいろんな異文化体験をさせたいのであれ

ば，我々はその間に入る架け橋を育てるから，受け入

れてほしい。」と説得しました。」その結果，「50個く
らいの推薦枠をいただけました。」という。（学校運営

委員Ａ）　指定校推薦入試枠の獲得について，「（指定

校推薦枠を用意することによって，）中国なら中国の

文化を知っているっていう人材が来るだけで，大学に

とってはプラスになる」といった背景があったのでは

ないかという。（学校運営委員Ｂ）

　「国際化」や「中国」がキーワードとなって，大学

側の前向きな検討へとつながったのだろう。設立にあ

たって，学校教育の運営のみならず，生徒の大学進学

という課題をふまえ，学校運営委員会ならびにHSプ
ロジェクト委員会は，指定校推薦入試枠の確保という

準備を経て，高等部の設立に至ったのである。実際に

１期生である2014年度の日本の大学入試の受験生計35
名のうち，20名が推薦入試を経て合格した。この実績
をふまえ，高等部の教員は，指定校推薦入試枠を設置

する大学が「今後もっと増えると思いますね。」（教員

Ａ）と語っていた。

　現在日本では，「スーパーグローバルハイスクール」

や「グローバル大学」といった国際化やグローバル人

材育成などに重点を置いた教育改革が進められてい

る。同時に，大学では，少子化と私立大学の増加，国

公立大学の文系学部の縮小，に伴った生き残り戦略が

目の前の課題として立ちはだかっている。上海日本人

学校の高等部が指定校推薦入試枠を高校設置前に獲得

できたことは，「国際化」に加え，こうした社会的背

景も影響していたのだろうと思われる。

Ｂ．大学進学に関わる高等部の指導

　では，高等部の大学進学に関わる指導として，実際

にどのようなことが行なわれているのか。まず高等部

のパンフレットを開くと，「カリキュラム」欄のタイ

トルには，以下のように書かれている。すなわち，「国

内進学校に準じたカリキュラム編成」と「学力向上・

大学進学のためのきめ細かい指導」である。（上海日

本人学校高等部2013年度「学校案内」，p.３）さらに
ウェブサイトでは，同じくカリキュラム編成につい

て「国公私立難関大学への進学を目指して編成されま

す。」と謳われている。学力，大学進学，といったこ

とばが並んでいるように，高等部の設立に至った日本

の大学への進学に関して，保護者や生徒から望まれて

いたことがここに表れていると言えるだろう。

　そうした中で，学校へ直接訪問した５月下旬には，

高等部は開校から４年目に入っていた。ここではトラ

ンスナショナルな進路選択という観点から実践をみて

みたい。まず一点目は，日本国内の学校のように，進

路指導を担っている点である。１期生が卒業し，彼ら

の進学先が廊下の掲示板に，Ａ４で一人一枚ずつ，氏

名，大学名，学部，入試形態とともに公表されていた。

３年生には，２年次に受験した大手予備校の模擬テス

トの結果が出され，すでに教員・親との三者面談を終

えて進学先やそのための各自の課題を確認し始めたと

ころであった。

　二点目は，受験勉強の補助である。調査時に，高等

部の３年生２クラス合同でのホームルームが開かれ，

夏休みに向けてスケジュールを早めに立てるよう教員

が生徒に呼びかけていた。夏休みはまだ先のように感

じるだろうが，国内外にいるかどうか，帰国する者は

その時期の連絡先を学校側に連絡するよう伝えてい

た。

　そして伝えていたことの趣旨のひとつが，「学校を

毎日開けていること」であった。その目的は，自習す

ることが基本であるが，常に教員が誰かいるため随時

質問に来てもよい，とのことだった。

実際に放課後や学期間の休み，土日といった授業外

の時間においても，大学の入試の過去問を用いたレベ

ル別授業や，大手予備校の日本全国統一模擬試験が行

なわれていた。日本の高校進学者が95％以上である
日本において，大学進学率やいわゆる学歴（もしくは

「学校歴」）がその後の就職等へ影響する傾向にあるが

（天野 1983， Roesgaard 2006），上海日本人学校の高等
部においても，より高い学力を身に付けさせるといっ

た，「進学校」としての役割を担うことが位置づけが

なされているのである。

　三点目は，言語教育である。カリキュラム設定内で

コマ数を増やしたうえで，中国語と英語の授業に力が

注がれていた。他にも，学校外の中国語の検定試験や

日本の英語検定試験を受験するよう生徒に指導してい

た。

　これら実際の指導体制のもとで教育を受けた生徒
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が，上海日本人学校高等部から，日本の大学へと進学

するのである。

Ｃ．生徒のトランスナショナルな進路選択

　最後に，生徒自身に焦点を定めて，どのような進路

選択を考えているのか，そしてその理由について，イ

ンタビュー調査から分析を行ないたい。インタビュー

調査の実施にあたり，対象者は３年生の担任教員に滞

在年数に偏りがないという希望を伝えて協力を依頼

し，廊下ですれ違った際や授業終了時などに声をかけ

ていただき，計９名（男４名・女５名）に昼休みや休

憩時間（10分～15分）に実施した。質問項目は，表
２の基本情報のほか，日本人学校への進学理由，志望

する学問分野（文学や外国語学，自然科学系，など），

日本の大学進学を決めた理由，将来の職業選択とその

理由，である。

今回の調査の対象者（高等部３年生）は，No.９以
外のすべてが上海日本人学校（義務教育段階）からの

進学者である。No.２のみ，国際学校に通っていた経
験があるが，中学部から日本人学校へ転校し高等部に

おいても３年間就学している。転校した理由は日本の

大学進学のためであるというが，詳細は後ほど述べる

こととする。

「上海への渡航理由」は，全員が日系企業に勤務す

る父の仕事事情によるものである。そして国際結婚の

増加傾向がみられることが指摘されてきたことから，

両親の「民族」を尋ねたところ，今回の９名の対象者

のうち４名の親が国際結婚，No.５は父親の両親が国

際結婚であった。

本節では，生徒の進路選択の状況とその背景を明ら

かにするため，インタビュー調査結果をもとに，⑴高

等部への進学理由，⑵学校外（塾）での学習，⑶入試

枠に関する知識，について順に論じることとする。

１．高等部への進学理由　生徒自身が大学の進路を

選択するにあたり，なぜ，上海日本人学校高等部を選

んだのか，という入学前の進学理由が関わっていた。

さらにその理由として，（ａ．）滞在期間，（ｂ．）日本の大

学進学，が挙げられていた。

ａ．滞在期間　高等部への進学理由として，滞在期間

が挙げられており，上海での就学年数や学校の段階に

よって大きく二種類に分かれていた。まず，中学校段

階以降の滞在者（No.７～９）は，渡航当初に日本人
学校への進学が当然とされていたことから，教育内容

をふまえてそのまま進学する方がよいと判断したとい

う。それぞれ，渡航時に「高等部ができる」と親に言

われたため（No.７），インターへの進学は全然考えて
いなかった（No.８），日本人学校しか知らなかった
（No.９）という理由があった。中学校３年次以降に日
本人学校に就学したNo.７～９にとって，日本国内で
の日本の教育就学年数が長く，その延長線上での進路

選択として日本人学校を選んでいた。

他方，No.１～６にとって，滞在期間が長いこと，
かつ日本人学校での就学期間が長いことが，高等部へ

の進学理由となっていた。ただし，長期滞在者の場合，

表２　インタビュー対象者の基本情報　＜全９名（男４名・女５名）＞

対象者
（生徒）

海外での就学年（学校種）※１ 渡航理由
民族
（父）

民族
（母）

No. 1 女 幼～小３　（日），中３～（日） 父の仕事（日系企業） 日 日

No. 2 女 小１夏～小６ （国際），中１～（日） 父の仕事（日系企業） 日 香

No. 3 男 ３歳～マレーシア。６歳～上海（日） 父の仕事（日系企業） 日 中

No. 4 男 小３～（日） 父の仕事（日系企業） 日 中

No. 5 女 小４～（日） 父の仕事（日系企業） 日中 ※２ 中

No. 6 女 中１の夏～（日） 父の仕事（日系企業） 日 日

No. 7 女 中３～（日） 父の仕事（日系企業） 日 日

No. 8 男 中３の５月末～（日） 父の仕事（日系企業） 日 日

No. 9 男 高１～（日） ※３ 父の仕事（日系企業） 日 日

※１　（国際）は国際学校，（日）は日本人学校を示す。また，記載内容以外の就学は日本国内の学校である。
※２　生徒の父親の両親が日本人と中国人である。
※３　「日本の高校より上海の高校行った方が面白いかなあって思った」ため，進学。
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中学進学の際に，日本人学校以外の学校への進学と比

較・検討した結果，日本人学校を選んだという者もい

た。

　親からは，（インターに行くかどうかを）中学

進学のときに聞かれました。（No.４）
　逆に小学校段階までインターに通っていたNo.２は，
中学校の進学にあたって日本人学校を選んだという。

　インターにいると日本語が劣るので，日本人学

校にしました。父に言われて，たしかにそうだな，

と（思いました）。（No.２）
　対象者のうち，滞在が小学校段階以降の場合，中学

校への進学段階で，日本人学校とそれ以外の学校とを

比較・検討していたことがうかがえる。

前章では，高等部設立以前に，高校段階から国際学

校へ進学した学生の事例を挙げたが，その際には選択

肢が限られていた。ただし，高等部設立以降は，上海

での就学期間が長い場合，中学校段階での学校の選択

を経たうえで，高等部への進学を選択していたのだと

言える。

ｂ． 日本の大学進学　次に，高等部へ進学した理由
について，高等部卒業後の進路が挙げられていた。

対象者の全員が日本の大学進学を予定しているのだ

が，インタビューでは，対象者９名のうち４名（No.
１，２，５，６）が，高等部の進学理由として日本の大

学進学を挙げていた。そのなかで，より具体的な理由

として挙げられたのが，大学入試対策のためであっ

た。No.１は幼稚園から小学３年次まで上海日本人学
校に通ったのち，日本に帰国，中学３年次から再び上

海に滞在している。その際に，すでに現地校やイン

ターの情報があったうえで，比較検討した結果，日本

人学校を選んだという。

　美術系の大学を志望しているので，中国語や英

語（での授業のため）に割く時間がもったいない

なと思いました。日本の大学で学びたかったら，

入試の勉強頑張らないといけないなって，そうな

ると，日本人学校の方が有利かなと思いました。

（No.１）
No.１は日本の大学進学のため，日本人学校の方が

「有利」だろうという考えから高等部への進学を決め

ていた。ここでの「有利」とは，日本の大学進学にお

いて，入試対策や日本語による学力伸長を最優先事項

として検討した結果を意味している。

このように，高等部への進学理由には，（ａ．）滞在

期間，（ｂ．）日本の大学進学，が影響していた。さら

に細見すれば，上海日本人学校での就学年数がその一

要因となっていた。就学年数が長い場合，日本人学校

か現地校やインターナショナルスクールといった他の

選択肢が親から提示され，高等部への進学時には，日

本人学校を選択していた。また，日本語力の伸長と日

本の教育を受けた経験を大学進学につなげるという共

通の背景があったことも浮かびあがった。

２．学校外（塾）での学習　上海日本人学校高等部

では，進路指導や補習授業といったように，学校が日

本の大学進学に関して直接的な指導に携わっていた。

近年，日系企業や個人事業による塾が海外に進出し，

それらの塾では，大学進学のみをふまえると，日本の

帰国生入試の対策が実施されている。

他方で，上海日本人学校の高等部の生徒が塾に通

う目的は，大学入試の直接的な対策ではなく，むし

ろ学校での学習の補助的な指導を受けるためであっ

た。今回の調査対象者のうち，塾に通っていた生徒は，

No.４，６，７，８，９であった。その目的は大学入試対策
というよりもむしろ，個別指導という形態によって学

校教育に関する補習や定期テスト対策にあった。さら

にNo.３，５は，これまで通っていたが（No.３は小５
～中２，No.５は中学～高２），通っていた塾では大学
入試対策を実施していないため，結果的に高校３年次

である現在は通っていない，と答えていた。その代わ

りに，学校で自習したり家で勉強しているという。

つまり，上海日本人学校の高等部の生徒によって，

塾は学校教育の学習補助が求められていると言える。

塾自体も特別なクラスを設けていないことからも，生

徒と塾の双方の目的が合致しているのだろう。さらに

言えば，学校と生徒によって受験が想定されている入

試自体が，「帰国生入試」よりむしろ指定校推薦など

学校教育での評定平均値が重視される入試であること

もまた，うかがえる。

３．入試枠と進学先　今回の調査を通して，上海日

本人学校の高等部における進路選択には，学校教育・

塾での学習と日本の大学入試枠とが密接に関連してい

ることが明らかになった。

　現在，日本の大学入試枠には，一般入試や推薦入試

のほか，AO入試，帰国生入試などがあるが，近年の
入試形態は国レベルでも多様化が促進され，さらに大

学・学部・学科によってもどのような入試形態を採用

しているかは様々である。つまりは日本の大学進学に

あたって，入試に関する情報はどうしても求められる
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ものだと言える。

　対象者に志望する進学先を尋ねたところ，

No.１，２，５，９は志望大学・学部や学問分野を決めて
いた。入試枠について，No.５，９は指定校推薦を利用
するということだった。No.１，２は進学先が指定校推
薦ではないため，一般入試を受験予定しているとい

う。そのために入試形態も調べたうえで，そのための

対策に着手していた。例えばNo.２は，進学志望の大
学・学部での入試のうち，海外での就学経験者を対象

とした特別入試を受けるため，提出が必要とされてい

る海外の英語試験（TOEFLや IELTS等）の対策を自
分で行なっているという。

　他方で，上記の生徒以外は，日本の大学に進学する

という意志はあるものの，志望先は未定だというこ

と（No.３，４，６，７），学術分野（法学，外国語学な
ど）が決まっていないということであった。（No. 3，
４，６，７）ただし，入試枠は，指定校推薦入試が想定

されていた。インタビューでは，上海日本人学校高等

部の指定校推薦入試を実施している大学名が挙げられ

ていた。また，指定校推薦入試を実施していない大学

や学部への進学もふまえて一般入試での受験を予定し

ている者もいた。（No.６）
　つまり，今回の調査では，進学先や学術分野が決

まっているかどうかに関わらず，まずは指定校推薦と

いう入試枠が優先されていたことが特徴であると言え

る。インタビューの時間や人数の関係から今回の調査

での回答がすべての生徒に当てはまるわけではない

が，入試枠，そしてその準備は，学校が積極的に指導

に携わり，生徒の進路選択においても，その指導の影

響が大きいのだと言える。

第４章　まとめと考察

　本稿では，上海日本人学校高等部を事例として，海

外の後期中等教育課程から日本の大学への生徒の進路

選択について，現地調査とインタビュー調査をもとに

分析を行なった。まず上海日本人学校の高等部が開校

されるまでの準備段階を確認したうえで，高等部の教

育目的と入試に関する実践，学校外（塾）での学習，

大学の入試枠と進学先，の観点から，生徒自身の進路

選択とそれに至った理由や背景を分析した。

　その結果，上海日本人学校の高等部は，以下の背景，

すなわち，⑴家族の帯同率が高く，⑵生徒の学力伸長，

⑶企業進出の発展，という目的から，設立が望まれて

いたという背景があり，「上海日本人学校運営委員会・

上海HSプロジェクト委員会」が立ち上げられた。設
立の構想段階では，現況のみならず，親や生徒から卒

業後の「日本の大学への進学の確実さ」が求められて

いたこともあり，高等部から大学進学への指定校推薦

入試枠が確保された。そして「日本の大学への進学の

確実さ」は，学校の教育方針へと反映され，教育内容

や進路指導へとつなげられたのである。生徒たちは，

日本の大学進学の検討にあたり，指定校推薦入試枠と

一般入試の受験とを優先的な進学方法だと位置づけ，

そのうえで，学校や塾でのサポートを受けていた。

　以上の結果から，日本人学校高等部の生徒の進路選

択に関わる考察として，より広い視点から以下の二点

にまとめておきたい。

　一点目は，上海日本人学校高等部の生徒からは，教

育的側面ではナショナリスティックな進路選択が望ま

れていたことにある。たしかに，生徒は親が国際結婚

である場合や，滞在期間の長さ，滞在時の学年，イン

ター就学経験，教育経験や言語力などの点で多様で

あった。しかし，日本の大学進学にあたり，指定校推

薦入試枠と一般入試枠での受験が重視されていた。こ

れは，日本の学習指導要領を主としたカリキュラムや

教材が採用された教育を受け，その成績が合否に影響

する入試でもある。生徒へのインタビュー調査の際，

「評定平均値」ということばを用いて，自分の学力の

レベルを表現していた者もいた。そして指定校推薦枠

で受験可能な大学・学部から，進学先を選ぶ者もいた。

　二点目は，他方で現地ではグローバルな人材育成教

育に力が入れられていることにある。上海では，国際

学校や IBのディプロマ・プログラム認定校の生徒数
が増加傾向にある。今回のインタビュー対象者の語り

にもあったように，在住日本人には国際学校やイン

ターといった選択肢も視野に入れられている。井田

（2014）をふまえると，アジア圏でも日本人のグロー
バルな進路選択が起こっていると言える。

　そしてこれら二点には，アジア圏での日本人の大学

までの進路選択において，滞在国や地域の学校教育の

質，経済情勢，日系企業の進出状況，が関わっている

と言える。なかでも，国際学校などの教育環境整備が

進められているという状況には，こうした社会的背景

が大きく関わっていると思われる。

こうした現地の社会的・教育的変化とともに設立さ

れた上海日本人学校の高等部では，日本の大学進学を

前提に，進学先の確保のための入試対策が必要と判断

され，補習授業や休日の自習のための開校，といった

対応がなされていた。現地のグローバル化が進む一方
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で，上海日本人学校高等部，さらには日本の大学入試

のナショナリスティックな側面が色濃く浮き彫りと

なったと言える。

　最後に，今後の研究課題として，現地校等の生徒の

進路選択が挙げられる。彼らの大学への進路選択に至

るまでの理由やプロセスを調査し，日本の大学教育や

高等教育がどのようにとらえられているのか，そして

国や地域によってどのようなちがいがあるのか，と

いった点を社会的背景から考察することとしたい。

注

１） 制度上の表記は国によって異なるため，本稿ではこれまでの日

本での議論をもとにこれらの表記を用いることとする。

２） 2014年現在，慶應義塾ニューヨーク校，帝京ロンドン学園，立

教英国学院，スイス公文学園，如水館バンコク，早稲田渋谷シン

ガポールの６校である。文部科学省ウェブサイト 2015/9/30閲覧。

　〈http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/002/002/001/.

htm〉
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